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問題１．外為法第４８条第１項では、「国際的な平和及び安全の維持を妨げるこ 
ととなると認められるものとして政令で定める特定の地域を仕向地とす 
る特定の種類の貨物の輸出をしようとする者は、政令で定めるところによ 
り、（ Ａ ）の許可を受けなければならない。」と規定されている。 
（ Ａ ）には、経済産業省が入る。× 

 

問題２．平成６年の大臣通達では、国内販売については、直ぐに輸出されるこ 
とがわかっていても、合理化の観点から取引審査の対象から除外してよい 
とされている。× 

 

問題３．ワッセナー・アレンジメント（ＷＡ）は、大量破壊兵器の過度の蓄積 

を防止する目的で発足し、ロシアも参加している。× 

 

問題４．リスト規制該当技術とは、外為令別表の１から１５の項に該当する技

術をいう。○ 

 
問題５．東京の貿易会社Ａは、輸出令別表第１の３の２の項（２）に該当する

濾過用の装置を英国にある水道会社Ｂに輸出する場合、少額特例は適用

できないので、個別輸出許可を取得して輸出した。下線部分は、正しい。

○ 

 
問題６．運用通達の別表第３の１－４－２において、経由地とは「貨物が仕向 

地に至るまでに積み替え、又は陸揚げされる場所」とされている。下線部

分は、正しい。○ 

 
問題７．輸出令別表第１の中欄に掲げる貨物について、運用通達等で、一般用 

語と異なる意味で定義されている用語があるので、該非判定では注意が 
必要である。○ 

 
問題８．キャッチオール規制における規制対象地域は、リスト規制と同じ、全 

地域である。下線部分は、正しい。× 
 

問題９．個別輸出許可の申請先は、貨物の種類、仕向地に関係なく経済産業省

安全保障貿易審査課に申請する。×  
 

 
問題１０．外為令別表及び貨物等省令でいう「係る技術」とは、「関係するすべ

ての技術」という意味である。○ 
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問題１１．外為法第４８条第１項の違反に対しては、未遂罪も罰せられる。○ 

 
問題１２．外国ユーザーリストに記載されている企業・組織は、大量破壊兵器

を開発する可能性が否定できないので、リスト規制に該当しない貨物

を輸出する場合、必ず輸出許可が必要である。×  

 
問題１３．埼玉県にあるＡ市の市長は、来月、姉妹都市であるオーストラリア 

にあるＢ市の図書館に、友好目的で、輸出令別表第１の８の項に該当 
するコンピュータを無償で提供する予定である。この場合、Ａ市の市 
長は、輸出許可を取得する必要はない。 
×  

 
問題１４．東京にある素材メーカーＡの営業担当者は、来週、リスト規制に該

当する炭素繊維の製造技術について、台湾にある貿易会社Ｂの担当者

に口頭で説明する予定である。この場合、２，３分程度の説明であれ

ば、当該炭素繊維は製造することはできないので、素材メーカーＡは、

役務取引許可を取得する必要はない。×  
 

問題１５．東京にある電機メーカーＡは、３ヶ月毎に１度の割合で、フランス 
にある自動車メーカーＢにリスト規制に該当しない自動車用のセンサ 
ーを輸出している。この場合、電機メーカーＡは、外為法第５５条の 
１０第１項の「業として行う者」にあたる。○ 

 

問題１６．東京にあるＴ大学のＡ教授は、２日前に出版されたばかりのロボッ

ト工学に関する専門書Ｘ（外為令別表の２の項と６の項に該当する技

術が含まれている。）をＴ大学の生協で購入し、現在、ボストンにある

大学院に留学中の長女Ｂに郵送する予定である。この場合、Ａ教授は、

役務取引許可を取得する必要はない。○ 
  

問題１７．特別一般包括許可の有効期限は、その許可が有効となる日から起算

して３年を超えない範囲内において経済産業大臣が定める日とされる。

下線部分は正しい。 ○ 

 

問題１８．大阪にある素材メーカーＡは、来月、輸出令別表第１の２の項に該 
当する合金をアメリカにある民間航空機メーカーＢに無償サンプルと 
して輸出する予定である。この場合、無償なので素材メーカーＡは、輸 
出許可を取得する必要はない。× 
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問題１９．取引審査における需要者や用途の確認については、大量破壊兵器の 

開発等に使用されないことを確認すればよいとされている。× 

 
問題２０．大阪にある測定装置メーカーＡは、初めて取引をする中国の大連に

ある貿易会社Ｂ（資本金約５００万円）から、リスト規制に僅かに該

当しない測定装置５０台（総価額１億円）の引き合いを受けた。現金

前払いで、測定装置の設置立会いも不要という好条件であった。用途

は不明で、操作説明書類は朝鮮語で求められたので、最終仕向地は、

北朝鮮と思われたが、測定装置メーカーＡは、今期大幅赤字であった

ので、取締役でない営業部長が最終判断し、契約することにした。測

定装置メーカーＡの輸出管理上の対応は適切である。× 
    

問題２１．東京にあるＡ医科大学では、来月、輸出令別表第１の３の２の項（１）

に該当する毒素が入った瓶（１個）をアメリカにあるＢ大学に提供する

予定である。この場合、Ａ医科大学は、研究目的であっても輸出許可が

必要である。○ 

 

問題２２．東京にある電機メーカーＡは、韓国にある造船メーカーＢより、輸

出令別表第１の１６の項に該当するマイコンの注文を受けた。用途を

確認したところ、韓国軍で使用する軍艦の製造に使用すると電子メー

ルで連絡を受けた。この場合、通常兵器キャッチオール規制の用途要

件に該当するので、電機メーカーＡは、輸出許可が必要である。× 
 

問題２３．輸出許可申請時には、輸出に至った経緯がわかる契約書や注文書等

が必要である。○ 

 

問題２４. 輸出令別表第１の４の項で規制されている貨物及び外為令別表の４

の項で規制されている技術は、原子力供給国会合（ＮＳＧ）の合意に基

づいて実施されている。下線部分は正しい。× 

 

問題２５.経済産業大臣は、外為法第２５条第１項や外為法第４８条第１項に違

反した者に対し、行政制裁を科すことができる。○ 
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※問題文中で使用される略称・用語について 

外為法 外国為替及び外国貿易法 

輸出令 輸出貿易管理令 

外為令 外国為替令 

少額特例 輸出令第４条第１項第四号で規定されている特例 

リスト規制 国際的な合意等を踏まえ、武器及び大量破壊兵器の開

発等に用いられるおそれの高いもの、具体的には輸出

令別表第１の１から１５の項に該当する貨物、又は外

為令別表の１から１５の項に該当する技術（役務）を

輸出（提供）しようとする場合、経済産業大臣の許可

が必要となる制度。 

キャッチオール規制 大量破壊兵器キャッチオールと通常兵器キャッチオー

ル規制の両方の概念を含む総称。専ら需要者や用途に

着目した規制。リスト規制を補完するという意味で、

補完的輸出規制ともいう。 

運用通達 輸出貿易管理令の運用について 

平成６年の大臣通達 不拡散型輸出管理に対応した輸出関連法規の遵守に関

する内部規程の策定又は見直しについて 

貨物等省令 

 

輸出貿易管理令別表第１及び外国為替令別表の規定に

基づき貨物又は技術を定める省令 

原子力供給国会合 原子力供給国グループともいう。 
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